
                             

３．経営成績及び財政状態 

 

（１） 当中間期の概況 

①全般の状況 

 平成１５年度上半期のわが国経済は、設備投資にやや持ち直しの動きが見られましたが、

企業の生産活動が弱含みの動きを続けたため、景気はおおむね横ばいで推移し、また、 

１０年ぶりの冷夏となりましたことから、当社の主たる事業である電気事業におきまして

は、当上半期の総販売電力量は７１０億２千万キロワット時と前年同期にくらべて１．６％

減少しました。 

 その内訳を見ますと、「電灯」につきましては、春先の低気温や期末の残暑の反面、冷  

夏により冷房需要が大幅に減少したことから、２１４億５千万キロワット時と前年実績を

２．７％下回りました。また、「電力」および自由化の対象である「特定規模需要」につ   

きましては、景気はおおむね横ばい傾向でありましたが、冷房需要が減少したことから、

「電力」は、２８６億５千万キロワット時と前年実績を１．５％下回り、「特定規模需要」

は２０９億１千万キロワット時と前年実績を０．５％下回りました。 

 

 一方、電気事業以外の事業におきましては、情報通信、総合エネルギー、生活アメニテ

ィといった分野を中心に、事業展開を進めております。 

 情報通信分野では、㈱ケイ・オプティコムの家庭向けインターネット接続サービスが順

調に契約数を伸ばして約２４万件となり、また、その他の事業についても、総合エネルギ

ー分野ではガス販売を中心に、生活アメニティ分野では不動産事業を中心に、各々順調に

収益基盤を拡大しております。 

 

 以上のような事業展開のもと、当中間期の売上高（営業収益）は１兆２，７６１億円 

（前年同期比５．０％の減少）、営業利益は２，４３３億円（前年同期比２．３％の増加）、

経常利益は１，７９９億円（前年同期比４．８％の増加）、中間純利益は１，０８０億円 

（前年同期比４．２％の増加）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



                             

 

   ②セグメントの状況 

事業の種類別セグメントの業績（相殺消去前）は、以下のとおりです。 

 

電気事業 

 収入面では、総販売電力量の減少に加え、昨年１０月に実施した電気料金引下げの影響

により、電灯電力料収入が減少し、売上高は１兆１，９７８億円（前年同期比７．０％の

減少）となりました。 

 一方、支出面では、経営全般にわたる徹底した効率化を推進し、資本費や修繕費等の節

減に努めました結果、営業費用は９，６０２億円（前年同期比８．４％の減少）となりま

した。 

 この結果、営業利益は２，３７６億円（前年同期比０．７％の減少）となりました。 

 

情報通信事業 

 収入面では、㈱ケイ・オプティコムの「ｅｏホームファイバー」等の家庭向けインター

ネット接続サービスの契約数が増加したことに加え、当期より大阪メディアポート㈱の売

上高を連結したこと等により、売上高は５５０億円（前年同期比６１．９％の増加）とな

りました。 

 一方、支出面では、諸費用の節減に努めました結果、営業費用は５１９億円（前年同期

比４１．７％の増加）にとどまりました。 

 この結果、営業利益は３０億円と前年同期にくらべ５７億円の増加となりました。 

  

その他の事業 

 収入面では、グループ内取引の減少により、売上高は１，３９６億円（前年同期比 

４．８％の減少）となりましたが、このうちグループ外への売上高は、総合エネルギー分

野と生活アメニティ分野における事業展開等により、５１４億円（前年同期比１５．９％

の増加）となりました。 

 一方、支出面では、効率化を推進し、営業費用は１，３９０億円（前年同期比５．０％

の減少）となりました。 

  この結果、営業利益は６億円（前年同期比３８．６％の増加）となりました。 

 

 



③生産・販売の状況 
【需給実績】 （単位：百万kWh） 

種      別 
平成15年度上半期 
(平成15年4月～平成15年9月)

平成14年度上半期 
(平成14年4月～平成14年9月) 

前年同期比(%)

水 力 発 電 電 力 量 11,631 9,649 120.5 

火 力 発 電 電 力 量 12,076 13,571 89.0 
自

社 
原 子 力 発 電 電 力 量 37,378 40,610 92.0 

12,876 11,244 114.5 
他 社 受 電 電 力 量 

△    228 △     63 360.6 

9,005 7,974 112.9 
融 通 電 力 量 

△  1,864 △  1,242 150.1 

揚水発電所の揚水用電力量 △  3,206 △  2,956 108.5 

発

受

電

電

力

量 

合      計 77,670 78,787 98.6 

損 失 電 力 量 等 △  6,653 △  6,645 100.1 

販 売 電 力 量 71,017 72,142 98.4 

出      水      率      (％) 117.1 90.9 ― 

(注) 1.他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。 

2.揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量である。 

3.販売電力量の中には自社事業用電力量(平成15年度上半期126百万kWh、平成14年度上半期124百万kWh)

を含んでいる。 

4.平成15年度上半期出水率は、昭和47年度上期から平成13年度上期までの上期の30カ年平均に対する比

である。平成14年度上半期出水率は、昭和46年度上期から平成12年度上期までの上期の30カ年平均に

対する比である。 

5.四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

【販売実績】 

契約高 

種      別 平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 前年同期比(%)

電 灯 11,747,700 11,647,561 100.9 

電 力 1,385,369 1,407,129 98.5 
需要家数 

(契約口数) 
計 13,133,069 13,054,690 100.6 

電 灯 5,001,148 4,443,879 112.5 

電 力 26,291,055 26,653,203 98.6 
契約電力 

(kW数) 
計 31,292,203 31,097,082 100.6 

(注) 本表には、特定規模需要及び他社販売を含まない。 

 

販売電力量及び料金収入 

種      別 
平成15年度上半期 
(平成15年4月～平成15年9月)

平成14年度上半期 
(平成14年4月～平成14年9月) 

前年同期比(%)

電 灯 21,452,406 22,052,621 97.3 

電 力 49,564,764 50,088,881 99.0 

計 71,017,170 72,141,502 98.4 

販 売 

電 力 量 

(千kWh) 
他 社 販 売 227,844 63,190 360.6 

電 灯 454,459 491,258 92.5 

電 力 707,263 768,467 92.0 

遅収加算料金 1,518 1,692 89.7 

計 1,163,241 1,261,418 92.2 

料 金 

収 入 

(百万円) 

他 社 販 売 1,848 726 254.4 

(注) 1.本表には、特定規模需要を含む。 

2.本表には、下記の電力会社融通（送電分）電力量及び同販売電力料を含まない。 

3.本表及び下記の金額には、消費税等を含まない。 

 
平成15年度上半期 
(平成15年4月～平成15年9月)

平成14年度上半期 
(平成14年4月～平成14年9月) 

前年同期比(%)

融通電力量      (千k W h ) 1,863,616 1,241,773 150.1 

同上販売電力料(百万円) 17,169 10,388 165.3 

 



                             

 

   ④利益配分 

 当社の単独決算における当中間期の利益配分につきましては、基本方針に基づき、前中

間期と同じく１株につき２５円とすることといたしました。 

 

     ⑤キャッシュ・フロー等の状況 

  当社及び連結子会社は、経営の効率化によりキャッシュ・フローのさらなる充実を図る 

とともに、将来の収益基盤拡大につながる新規事業を中心とした投資の推進、ならびに財 

務体質の強化に積極的に取り組んでおります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、昨年１０月に実施いたしました電 

気料金引下げによる影響や、冷夏による総販売電力量の減少があったものの、経営全般に 

わたり徹底した効率化を推進したことにより、３，４８２億円と前年同期にくらべて 

６０億円の減少（前年同期比１．７％の減少）にとどまりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、情報通信事業などの新規事業にお 

いて積極的に設備投資を行う一方、電気事業では一層の効率化を推進したことにより、全 

体の設備投資額が大きく減少し、前年同期にくらべて８１３億円減少の１，４９６億円 

（前年同期比３５．２％の減少）の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、上記により生じたフリー・キャッ  

シュ・フローを有利子負債の圧縮に充当した結果、前年同期にくらべて５６６億円増加の 

１，９９２億円（前年同期比３９．７％の増加）の支出となりました。 
以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末にくらべて７億円減少の 

１，０３４億円（前年度比０．７％の減少）となりました。 
     なお、当中間期末における総資産の残高は７兆３，６３６億円、有利子負債残高は 
   ４兆1，７８５億円となり、それぞれ３８６億円、１，７５５億円の減少となりました。 

 
（キャッシュ・フロー指標） 

 
平成15年度 

中間期 

平成14年度 

中間期 
平成14年度 

株主資本比率 ２２．５％ ２２．２％ ２０．９％ 
時価ベースの株主資本比率 ２４．５％ ２２．０％ ２２．９％ 
債務償還年数 － －   ６．６年 
インタレスト･カバレッジ･レシオ － － ６．４ 
株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    （注） 1. いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 
2. 利払いは連結損益計算書の支払利息から借入金の期限前弁済に伴う手数料を除  
いている。 
3. 中間期の債務償還年数及びインタレスト･カバレッジ･レシオについては、主た 

る事業である電気事業の営業キャッシュ・フローの季節差が著しいことから、 

記載していない。 



                             

（２） 通期の見通し 
  電気事業におきましては、春先の低気温による暖房需要の増加や、９月上・中旬の高気

温による冷房需要の増加はあったものの、１０年振りとなる冷夏の影響により冷房需要が

大幅に減少したこと、また、景気の先行きが不透明なため、産業用需要の見通しを厳しく

見込まざるを得ないことから、総販売電力量は、前年度にくらべて２．０％減少の 

１，３９０億キロワット時と想定しております。 

 また、情報通信事業におきましては、㈱ケイ・オプティコムの収支改善等により、営業

利益は前年度に比し大幅に改善するものと見込んでおります。 

 なお、本年１２月には㈱ケイ・オプティコムと大阪メディアポート㈱を合併し、サービ

スメニューのフルラインアップ化など、両社のシナジーを最大限発揮する体制を整える予

定でありますが、この合併に伴い受入資産の評価減を行うため、連結ベース全体の経常利

益は当初見通しにくらべ、減少する見込みであります。 

 以上により、連結ベースの売上高は約２兆５，３００億円、経常利益は１，６２０億円、

当期純利益は８８０億円程度と見込んでおります。 
 なお、通期の見通しにつきましては、以下のような前提で算出しております。 

 
総 販 売 電 力 量                      １，３９０億ｷﾛﾜｯﾄ時 

為 替 レ ー ト ( イ ン タ ー バ ン ク )       １１５円／ﾄﾞﾙ程度 

全 日 本 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格                       ２９ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ程度 

原 子 力 利 用 率                           ８８．６％ 

出 水 率                                  １１０．５％ 

 

  


